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６．加工事業 （単位：千円）

金 額

4,289,729

3,708,943

580,786

７．利用事業 （単位：千円）

金 額

収 益 226,173

費 用 113,160

差 引 113,012

収 益 246,142

費 用 174,082

差 引 72,060

収 益 43,614

費 用 1,930

差 引 41,684

収 益 226,884

費 用 79,503

差 引 147,381

収 益 742,815

費 用 368,676

差 引 374,138

８．直販事業 （単位：千円）

金 額

338,610

274,099

64,511

９．その他の事業 （単位：千円）

金 額

36,724

8,783

27,941

10．指導事業 （単位：千円）

金 額

140,046

167,013

△ 26,967差 引

費 用

差 引

項 目

収 入

支 出

項 目

収 益

費 用

差 引

項 目

ライスセンター

育苗センター

レンタルハウス

その他

合計

項 目

収 益

費 用

差 引

項 目

収 益

第第２２号号議議案案  第第９９期期（（令令和和８８年年度度））事事業業計計画画のの設設定定ににつついいてて  

３か年計画の実践中間年度として、①農業基盤の確立、②経営基盤の強化、

③組織・事業基盤の構築を軸に生産資材価格の高騰への対応も踏まえながら事

業活動を展開し、農業・地域に貢献し信頼される「強いＪＡ高知県」づくりを

進めてまいります。 

農業者の所得増大に向けては、販売品取扱高目標の達成に向けて「産地総点

検運動」としての取組を着実に推進するとともに、事業連携を図りながら各種

対策を総合的に展開します。特に、生産コスト高騰の影響を緩和するための価

格転嫁対策、出荷コストの低減対策、労働力確保対策を重点的に進めます。 

営農指導事業では、品目担当専門営農指導員を中心に現地研修会等を通じて

営農指導体制の強化に努め、栽培技術の向上を目指すとともに、野菜主要７品

目の「産地総点検運動」を展開しながら地域・産地の課題解決に取組みます。 

販売事業では、農畜産物の安全・安心を確保する管理体制を強化し、消費者・

取引先の信頼向上に取組みます。販売事業の収支改善とあわせ、農畜産物の系

統共販体制の推進、販売高の確保、資源価格の高止まりによる販売価格への転

嫁要請に引き続き取組みます。園芸流通センターの移転に向けては、移転先の

用地取得や基本構想の策定を進め、具体的な基本計画や基本設計の作成に取組

みます。直販店舗の連携強化やイベントの開催などを通じた「売れる店舗づく

り」に向けた取組、組合のホームページを活用した地産地消のＰＲを行い、直

販事業を展開します。 

購買事業では、全農や主要仕入先と緊密に連携して燃油や生産資材、原材料

の調達・供給の安定化に努めるとともに、営農部門との連携を強化し農業者の

所得増大に向けた生産資材コストの低減を図ります。女性部と連携したエーコ

ープマーク品の普及拡大や子会社等との協力による安全・安心な生活資材の供

給を通じて、組合員のくらしに寄り添う事業展開を図ります。 

信用事業では、金融仲介機能（金融相談）を中心とした金融サービスの拡充

を図り、事務効率化・事務堅確性の向上、訪問活動や金融犯罪対策に努めなが

ら組合員・利用者から信頼・安心される事業展開を行います。 

共済事業では、「３Ｑ訪問活動」を通じて保障提案を行い、組合員・利用者の

くらしと営農に寄り添いながら安心と満足を提供していきます。県内の小学校

新入生への黄色い傘の寄贈や交通安全教室の開催など地域貢献活動にも継続し

て取組みます。 

不祥事再発防止策の取組を徹底しリスク管理を強化するとともに、部門別損

益に基づく経営分析を徹底します。遊休資産の流動化や将来収支を踏まえた施

設改修等も進め、「強いＪＡ高知県」づくりの土台となる組織・経営基盤の強化

を図ります。デジタル化に向けた取組を強化するため、「ＤＸ戦略推進室」を設

置し、ＡＩ等を利用したデジタル技術の活用を進め、業務のさらなる効率化に

取組みます。 
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各事業別事業計画 

１．農業所得増大対策 

農業者の所得増大に向けた販売品取扱高目標の達成に向け、「産地総点検運

動」としての取組を着実に推進します。各事業と連携し、様々な対策を総合的

に展開します。 

特に、生産コスト高騰の影響を緩和するための価格転嫁対策、出荷コストの

低減対策、そして労働力確保対策を重点的に進めます。中山間地域の営農を支

えつつ、持続可能な農業の実現を目指し、地域農業の発展に取組みます。 

 

（１）農業者の所得増大に向けた価格転嫁対策への取組 

適切な価格転嫁を実現するため、産地情報を正確かつ効果的に伝達できるよ

う、市場関係者への要請活動を一層強化します。また、消費者の理解促進に向

けた活動を積極的に展開します。 

さらに、年々高騰する生産コストの影響を緩和するため、農政活動を通じて、

国会議員や行政機関に対し、適切な価格転嫁対策および生産資材の価格高騰対

策の実現に向けた働きかけを行います。 

 

（２）中山間地域の農業振興への取組 

少子高齢化により中山間地域の農業者が減少するなか、農業をより魅力ある

産業として維持・発展させるため、有望品目の選定を進めるとともに、持続可

能な農業を継続できる仕組みづくりに取組み、中山間地域の農業者の営農を支

え、地域農業の発展を着実に推進します。 

 

（３）計画的な集出荷場の再編・品目集約および出荷コスト低減への取組 

集出荷場の再編や品目の集約を進め、集出荷場の効率的な運営体制を構築し

ます。あわせて、カイゼン活動による作業効率の向上や運営コスト削減に取組

むとともに、出荷資材の競争入札を活用した出荷コスト低減を図ります。 

 

（４）県域担い手サポート連絡協議会「県域企画応援事業」の活用 

営農部門と連携し、新規就農者の支援や生産拡大に向けた取組、新品種・新

技術の導入に向けた研究、栽培上の課題解決に向けた試験研究、さらに営農・

販売情報の発信機能の強化について、ＪＡグループ高知の「県域企画応援事業」

を有効に活用します。 

 

（５）農業者や集出荷場の労働力不足に対する支援 

農作業現場の労働力確保に向け、無料職業紹介所を中心として農業者の雇用

確保対策を支援するとともに、農業専門求人サイト「あぐりマッチこうち」を

活用した農業者と求職者のマッチングや一日農業バイト「デイワーク」などの

アプリを活用した労働力確保対策を推進します。 また、集出荷場における作

業の安定化を図るため、特定技能外国人の受入支援にも取組みます。 
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各事業別事業計画 

１．農業所得増大対策 

農業者の所得増大に向けた販売品取扱高目標の達成に向け、「産地総点検運

動」としての取組を着実に推進します。各事業と連携し、様々な対策を総合的

に展開します。 

特に、生産コスト高騰の影響を緩和するための価格転嫁対策、出荷コストの

低減対策、そして労働力確保対策を重点的に進めます。中山間地域の営農を支

えつつ、持続可能な農業の実現を目指し、地域農業の発展に取組みます。 

 

（１）農業者の所得増大に向けた価格転嫁対策への取組 

適切な価格転嫁を実現するため、産地情報を正確かつ効果的に伝達できるよ

う、市場関係者への要請活動を一層強化します。また、消費者の理解促進に向

けた活動を積極的に展開します。 

さらに、年々高騰する生産コストの影響を緩和するため、農政活動を通じて、

国会議員や行政機関に対し、適切な価格転嫁対策および生産資材の価格高騰対

策の実現に向けた働きかけを行います。 

 

（２）中山間地域の農業振興への取組 

少子高齢化により中山間地域の農業者が減少するなか、農業をより魅力ある

産業として維持・発展させるため、有望品目の選定を進めるとともに、持続可

能な農業を継続できる仕組みづくりに取組み、中山間地域の農業者の営農を支

え、地域農業の発展を着実に推進します。 

 

（３）計画的な集出荷場の再編・品目集約および出荷コスト低減への取組 

集出荷場の再編や品目の集約を進め、集出荷場の効率的な運営体制を構築し

ます。あわせて、カイゼン活動による作業効率の向上や運営コスト削減に取組

むとともに、出荷資材の競争入札を活用した出荷コスト低減を図ります。 

 

（４）県域担い手サポート連絡協議会「県域企画応援事業」の活用 

営農部門と連携し、新規就農者の支援や生産拡大に向けた取組、新品種・新

技術の導入に向けた研究、栽培上の課題解決に向けた試験研究、さらに営農・

販売情報の発信機能の強化について、ＪＡグループ高知の「県域企画応援事業」

を有効に活用します。 

 

（５）農業者や集出荷場の労働力不足に対する支援 

農作業現場の労働力確保に向け、無料職業紹介所を中心として農業者の雇用

確保対策を支援するとともに、農業専門求人サイト「あぐりマッチこうち」を

活用した農業者と求職者のマッチングや一日農業バイト「デイワーク」などの

アプリを活用した労働力確保対策を推進します。 また、集出荷場における作

業の安定化を図るため、特定技能外国人の受入支援にも取組みます。 

２．営農指導事業 

品目担当専門営農指導員を中心に現地研修会等を開催し、営農指導体制の強

化に努め、栽培技術の向上を目指すとともに、野菜主要７品目の「産地総点検

運動」の進捗管理を行い、地域・産地の課題解決に取組みます。 

また、行政や部会組織と連携した新規就農者の受入等による担い手の確保や

安全・安心な農畜産物の供給、ＧＡＰを取り入れた環境保全型農業の実践や 

ＩｏＰクラウド「ＳＡＷＡＣＨＩ」の活用によるデータ駆動型農業の実践等に

より栽培技術の向上に取組みます。 

 

（１）反収および品質向上対策と営農指導の強化 

 ①「産地総点検運動」の実践 

品目別の課題解決に向けた栽培技術の研究（防除対策、品種試験、栽培試

験等）を進めるとともに、県域や各地区で現地研修会や出荷目慣らし等を開

催し、栽培管理の徹底による反収および品質向上に取組みます。 

また、中東情勢の悪化・長期化にも備えて、農業者の所得を確保していく

ため、適正施肥や適期防除を徹底し低コストや高品質に向けた営農改善に取

組みます。 

②県との連携によるデータ駆動型農業「ＳＡＷＡＣＨＩ」の推進 

県と連携して、補助事業等を活用した環境制御機器の導入支援やデータを

活用した栽培技術の推進等により営農改善に取組みます。 

③高知県農協営農指導員会と連携した人材育成プログラム等の実践 

地区営農指導員を対象とした現地研修会等を開催し、産地の課題解決に向

けた営農指導員の育成に取組みます。 

特に新任営農指導員に対しては、初任者研修会や営農相談員養成研修会、

営農企画力向上研修会等への参加や施肥・防除に関する資格取得を積極的に

促し、中堅営農指導員には、担当品目の知識を深めるため様々な研修会への

参加や県と連携した試験研究、新任営農指導員と同行巡回による育成指導な

ど専門営農指導員を目指したスキルアップに取組みます。 

また、スマートフォンを活用した営農指導員同士のネットワークの構築に

よる迅速な情報共有や経験の浅い営農指導員に対して遠隔指導の実践によ

る早期な人材育成に取組みます。 

④鳥獣被害対策専門員と連携した有害鳥獣被害対策の実践 

有害鳥獣の生息状況や被害に関する情報把握に努め、鳥獣被害対策専門員

と猟友会が連携を図り、農業者自身や地域で行う被害防止策の啓発や補助制

度を活用した防護柵の設置を推進します。 

 

（２）よりよい営農活動の実践 

環境保全型農業の実践と土壌診断結果に基づいた適正な施肥量の推進、Ｊ

Ａグループ高知版ＧＡＰ点検シートの取組推進、生産履歴記帳や飼養履歴記

帳の徹底、米穀農産物検査、残留農薬検査の実施により県産農畜産物の安全・
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安心な生産出荷体制に取組みます。 

 

（３）農業経営の支援 

経営分析実践研修会を開催し、人材育成に取組むとともに、記帳データを活

用したＪＡ総合事業提案型システムによる分析を行い、データ等を活用した経

営指導に取組みます。 

また、野菜価格安定制度を活用し、対象品目の価格差補給金の交付手続によ

る販売価格の下落緩和や収入保険制度の紹介により、農業者の所得確保を支援

します。 

 

（４）担い手の確保対策 

①園芸用ハウス等の整備 

産地の強化に向け、国・県の補助事業を活用し、園芸用ハウス等の整備を

支援します。 

②新規就農者の確保 

行政や生産部会と連携し、就農相談会等にて産地提案書等による研修から

就農までの支援策の紹介や県産農畜産物のＰＲ、農業体験の開催等による県

内就農の魅力の情報発信を行い、担い手の確保に取組みます。 

③青壮年連盟等の活動支援 

中国四国・全国会議等へ参加するなど、地域や品目を超えた若手農業者の

育成支援に取組みます。 

また、高知県知事や県議会、県選出国会議員との対話により、現場の声を

県政・国政の場へ届けていきます。 

 

（５）つながりの強化 

品目部会を中心とした集団指導に重点を置きながら、個別巡回指導も大切に

組合員との意思疎通に取組みます。 

また、生産コストに見合う価格形成への理解醸成に向け、品目ごとの生育状

況等についてスマートフォン等を活用した販売担当者との迅速な情報共有に

取組みます。 
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安心な生産出荷体制に取組みます。 

 

（３）農業経営の支援 

経営分析実践研修会を開催し、人材育成に取組むとともに、記帳データを活

用したＪＡ総合事業提案型システムによる分析を行い、データ等を活用した経

営指導に取組みます。 

また、野菜価格安定制度を活用し、対象品目の価格差補給金の交付手続によ

る販売価格の下落緩和や収入保険制度の紹介により、農業者の所得確保を支援

します。 

 

（４）担い手の確保対策 

①園芸用ハウス等の整備 

産地の強化に向け、国・県の補助事業を活用し、園芸用ハウス等の整備を

支援します。 

②新規就農者の確保 

行政や生産部会と連携し、就農相談会等にて産地提案書等による研修から

就農までの支援策の紹介や県産農畜産物のＰＲ、農業体験の開催等による県

内就農の魅力の情報発信を行い、担い手の確保に取組みます。 

③青壮年連盟等の活動支援 

中国四国・全国会議等へ参加するなど、地域や品目を超えた若手農業者の

育成支援に取組みます。 

また、高知県知事や県議会、県選出国会議員との対話により、現場の声を

県政・国政の場へ届けていきます。 

 

（５）つながりの強化 

品目部会を中心とした集団指導に重点を置きながら、個別巡回指導も大切に

組合員との意思疎通に取組みます。 

また、生産コストに見合う価格形成への理解醸成に向け、品目ごとの生育状

況等についてスマートフォン等を活用した販売担当者との迅速な情報共有に

取組みます。 

  

３．販売事業 

農畜産物の安全・安心を確保する管理体制を強化し、消費者・取引先の信頼

向上に取組みます。販売事業の収支改善とあわせ、農畜産物の系統共販体制の

推進とともに販売高の確保、資源価格の高止まりによる販売価格への転嫁要請

に引き続き取組みます。 

また、園芸流通センターの移転に向け、移転先の用地取得や基本構想の策定

を進め、具体的な基本計画や基本設計の作成に取組みます。 

 

（１）園芸販売 

①販路拡大と販売促進対策 

委託販売については、県域の一元出荷販売と県共同計算に基づく卸売市場

を主体に、生産出荷計画の精度向上による量販店や業務需要への予約的相対

取引など価格確保に向けた営業商談に取組みます。 

買取販売では、実需取引先の集約による重点化と新規取引先の開拓による

買取販売の強化、インターネット販売サイト「とさごろ」の販売促進による

商品ＰＲ、「ＪＡファーマ－ズマーケットとさのさと」との連携等による取

引拡充に取組みます。 

卸売市場での販促に加え、県の事業や主産県との連携した宣伝活動に取組

みます。 

②再生産価格の安定的確保 

持続可能な農業経営ができるよう卸売市場のほか流通関係先への価格転

嫁を加味した営業商談を継続実施します。 

県域品目部会や販売会議での出荷販売対策を協議・共有し、主要品目は「産

地総点検運動」として系統誘導を含めた取組の進捗管理と計画達成に向け取

組みます。 

③出荷品のコスト低減対策と品質・表示管理の徹底 

副資材の薄膜化推進等出荷資材の変更に合わせた荷姿の検討やＪＲコン

テナ、貸切トラック輸送によるコスト低減を図ります。 

また、集出荷場版ＧＡＰによる管理により、出荷品の品質・表示管理の点

検を行います。 

④精算業務の効率化および体制整備 

各地区で行っている精算事務について、限定的に地区ブロック単位で事務

の統一を行い、令和９年度に完了できるよう事務統一を進めます。 

また、「ＪＡ組合員マイページ」では、市況情報の基となるデータの編集

管理に努めます。 

⑤園芸流通センター移転に向けた検討 

将来的にも組合員が安心して出荷が継続できる園芸流通センターの整備

に向け、計画的に移転先の用地取得を進めます。 

また、有利な補助事業を活用できるよう事業申請に向けて、基本構想の策

定を行うとともに、より具体的な基本計画や基本設計の作成に計画的に取組

みます。 
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（２）米穀集荷販売 

①生産対策 

前年度に顕著となった米価の上昇による主食用米への作付け集中を緩和

するため、加工用米および飼料用米等への作付け誘導を積極的に行い、需給

バランスのよい作付けを推奨します。 

あわせて、県内外の販売先と早期に価格・数量の事前契約を締結し、生産

者へのメリット還元に取組みます。 

②集荷量の確保・拡大 

県域共同計算による出荷契約の締結を生産者に勧め、確実な集荷数量の積

み上げを図ります。県内外への販売を早期に展開し、高知県産米の販売強化

に取組みます。 

 

（３）精米販売の強化 

県内外の実需者に対し、地域特性をいかした県産米の精米販売を実施し、高

知県産米の販売強化に取組みます。 

精米ＨＡＣＣＰへの取組を強化し、食品安全・品質管理・衛生管理・食品防

御を徹底することにより、安全で安心・品質の高い精米を消費者に届けます。 

 

（４）農畜産販売 

①土佐茶の販売拡大 

産地応援型ペットボトル茶の販売拡大を図り、土佐茶ブランドの強化、荒

茶価格と茶産地の維持に努めます。 

また、高知県と連携して土佐茶の振興や県内の土佐茶消費ならびに販売拡

大に努めます。 

②ユズ加工販売の強化 

県内産ユズ玉（搾汁用）の確保に引き続き努め、果汁・皮の取扱量の増加

による販売拡大に取組みます。 

また、県外（愛媛県・徳島県）のＪＡ等と連携して県外産果汁・皮の仕入

による販売拡大に取組みます。 

輸出については、国内の販売状況を見ながら、販売数量の最大化に努めま

す。 

③生乳の計画生産と乳質の高位平準化 

生産基盤を維持し計画的な生乳生産に努め、生産管理チェックシートの記

帳・管理で乳質の高位平準化に取組むとともに、「みどりのチェックシート

（畜産）」を活用して課題の改善に努め、持続可能な酪農業の構築を目指し

ます。 

④肉用牛販売の強化 

高知県畜産物販売拡大総合支援事業を活用し、国内外でのブランド力・認

知度を高め需要を向上させることで、「土佐あかうし」「土佐黒牛」の販売量

の増加を目指します。 
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（２）米穀集荷販売 

①生産対策 
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者へのメリット還元に取組みます。 
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（４）農畜産販売 
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産地応援型ペットボトル茶の販売拡大を図り、土佐茶ブランドの強化、荒

茶価格と茶産地の維持に努めます。 

また、高知県と連携して土佐茶の振興や県内の土佐茶消費ならびに販売拡

大に努めます。 

②ユズ加工販売の強化 

県内産ユズ玉（搾汁用）の確保に引き続き努め、果汁・皮の取扱量の増加

による販売拡大に取組みます。 

また、県外（愛媛県・徳島県）のＪＡ等と連携して県外産果汁・皮の仕入

による販売拡大に取組みます。 

輸出については、国内の販売状況を見ながら、販売数量の最大化に努めま

す。 

③生乳の計画生産と乳質の高位平準化 

生産基盤を維持し計画的な生乳生産に努め、生産管理チェックシートの記

帳・管理で乳質の高位平準化に取組むとともに、「みどりのチェックシート

（畜産）」を活用して課題の改善に努め、持続可能な酪農業の構築を目指し

ます。 

④肉用牛販売の強化 

高知県畜産物販売拡大総合支援事業を活用し、国内外でのブランド力・認

知度を高め需要を向上させることで、「土佐あかうし」「土佐黒牛」の販売量

の増加を目指します。 

 

（５）食品表示・衛生管理 

①食品表示・衛生管理の指導 

不祥事再発防止策およびトレーサビリティの確立等の重点目標に基づき

食品表示・衛生管理の法令遵守に取組みます。 

また、巡回点検時の食品表示・衛生管理等の不適合項目に対して、継続的

にフォローアップ指導を実施します。 

②関係法令の周知 

食品関係法令等の役職員研修を行い、コンプライアンス意識の醸成と知 

識の定着に取組みます。 

また、食品取扱部署職員に行政等の主催する研修会の受講を奨励し、関係

法令の周知とスキルアップを図ります。 

③巡回点検 

食品製造・加工施設、集出荷場を定期的に巡回点検するとともに、食品販

売施設の自主点検の月次検証、新規商品取扱前の点検・承認、食品表示・衛

生管理の照会対応を行い、食品表示・衛生管理の適正化に取組みます。 

 

 

【販売高目標】（内部取引控除後） 

＜受託販売高＞                    （単位：千円） 

品目 金額 品目 金額 

米 2,170,000 畜産物 5,018,289 

豆・雑穀  林産物 463,730 

野菜 50,063,920 特産物 1,429,772 

果実 2,941,871 その他 15,991 

花卉・花木 3,363,726 合計 65,467,299 

 

＜買取販売高＞                    （単位：千円） 

品目 金額 品目 金額 

米 697,354 畜産物 12,000 

豆・雑穀 770 特産物等 7,029 

野菜 4,403,481 その他 126,371 

果実 139,398 合計 5,386,403 

 

＜加工販売高＞                    （単位：千円） 

品目 金額 品目 金額 

加工米（精米･玄米） 3,224,312 茶加工品 147,850 

ユズ加工品 872,469 その他 89,116 

 合計 4,333,747 
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４．直販事業 

（１）直販所店舗間連携の強化 

ＪＡ直営の直販所と「ＪＡファーマーズマーケットとさのさと」も含めた店

舗運営会議を開催し、直販店運営職員のスキルアップに取組みます。 

 

（２）「売れる店舗づくり」の取組 

購買意欲の高まる売場づくり、消費者ニーズを捉えた適時適切な品揃えの充

実、来店意欲を促す各種イベントを開催することで、売れる店舗づくりに取組

みます。 

 

（３）地産地消の取組 

当組合ホームページの直販所コーナーの店舗紹介の充実に取組むとともに

ＳＮＳでの情報発信を行い、県産農畜産物の地産地消のＰＲに取組みます。 
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４．直販事業 

（１）直販所店舗間連携の強化 

ＪＡ直営の直販所と「ＪＡファーマーズマーケットとさのさと」も含めた店

舗運営会議を開催し、直販店運営職員のスキルアップに取組みます。 

 

（２）「売れる店舗づくり」の取組 

購買意欲の高まる売場づくり、消費者ニーズを捉えた適時適切な品揃えの充

実、来店意欲を促す各種イベントを開催することで、売れる店舗づくりに取組

みます。 

 

（３）地産地消の取組 

当組合ホームページの直販所コーナーの店舗紹介の充実に取組むとともに

ＳＮＳでの情報発信を行い、県産農畜産物の地産地消のＰＲに取組みます。 

 

  

５．購買事業 

中東情勢の緊迫化に伴い、燃油や肥料などの生産資材や原材料の調達・供給

については、不透明な状況が続いておりますが、全農や主要仕入先と緊密な連

携を図りながら持続可能な農業の実現に向けて、生産資材等の計画的な調達と

安定供給に努めるとともに、営農部門との連携を強化し農業者の所得増大に向

けた生産資材コストの低減を図ります。 

また、女性部との連携によるエーコープマーク品の普及拡大や子会社等との

協力による安全・安心な生活資材の供給を通じて、組合員のくらしに寄り添う

事業展開を図ります。 

 

（１）生産資材コストの低減 

営農部門と連携して低コスト商品の普及促進を図るとともに、銘柄集約に継

続して取組みます。オリジナル肥料「とさ有機シリーズ」の供給拡大と新たな

オリジナル肥料の開発に取組みます。 

また、特別推進銘柄・地区特別推進銘柄を中心とした低コスト商品の供給に

努めます。 

園芸資材については、共同購入の実施による生産資材コストの低減を図ると

ともに、緊迫する中東情勢についても情報収集を行い安定供給に努めます。 

 

（２）渉外活動の取組 

担い手農家・集落営農法人・農業法人等、幅広いニーズに応えられるよう各

種研修会を開催し、職員の資質向上を図ります。 

新たな顧客の開拓や注文書の配布・回収に努め、予約率および生産者の組合

利用率の向上を図ります。 

 

（３）農業機械 

積極的な訪問活動を通じ、生産者の営農計画に沿った農機の導入や安全で効

率的な利用等について提案を行います。職員の技能向上も図り、迅速かつ正確

な修理・整備に努めます。 

また、事業環境の変化等を踏まえ、現行の事業体制の見直しに向けて効率的

な体制に向けた検討を進めていきます。 

 

（４）燃料 

取扱数量の維持・拡大に取組み、元売業者との価格交渉を行うことで、中東

情勢の緊迫化に伴う価格転嫁の影響を最小限に抑えるよう有利購買に努めま

す。あわせて、物流網の維持と優先供給枠の確保に注力し、安定供給につなげ

ていきます。 

また、営農用Ａ重油タンクの残量監視システムを継続導入し、戸配送業務の

効率化・省力化を図ります。 
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（５）生活 

展示会や健康体感館など組合員のくらしの支援につながる生活用品の販売

促進など、組合員ニーズに応えられる事業展開を図ります。 

また、女性部と連携を図り、エーコープマーク品の普及拡大と女性部愛用品

を中心とした「ＪＡくらしの宅配便」の利用促進、㈱とさのさと・㈱ＪＡメモ

リアルこうち・高知県食肉センター㈱などの子会社等と協力し安心・安全な商

品の供給に努めます。 

 

【購買品供給高目標】（内部取引控除後）          （単位：千円） 

品目 購買品供給高 品目 購買品供給高 

肥料 2,845,334 燃料 3,157,637 

農薬 2,497,360 食品 1,900,014 

飼料 427,245 生活用品 186,176 

農業機械 622,554 家庭用燃料 11,400 

生産資材 2,090,497 その他  

自動車 212,540 合計 13,950,757 

※内部取引以外にも収益認識基準における会計変更に伴う代理人取引、農機の

全農との分量取消等により 10,352,119 千円を控除しています。 
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（５）生活 

展示会や健康体感館など組合員のくらしの支援につながる生活用品の販売

促進など、組合員ニーズに応えられる事業展開を図ります。 
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リアルこうち・高知県食肉センター㈱などの子会社等と協力し安心・安全な商

品の供給に努めます。 

 

【購買品供給高目標】（内部取引控除後）          （単位：千円） 

品目 購買品供給高 品目 購買品供給高 

肥料 2,845,334 燃料 3,157,637 

農薬 2,497,360 食品 1,900,014 

飼料 427,245 生活用品 186,176 

農業機械 622,554 家庭用燃料 11,400 

生産資材 2,090,497 その他  
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※内部取引以外にも収益認識基準における会計変更に伴う代理人取引、農機の

全農との分量取消等により 10,352,119 千円を控除しています。 
  

６．信用事業 

金融仲介機能（金融相談）を中心とした金融サービスの拡充および事務効率

化・事務堅確性の向上やつながりを意識した訪問活動や金融犯罪対策に努め、

組合員・利用者から信頼・安心される事業の展開を進めてまいります。 

 

（１）貯金基盤の安定化 

組合員・利用者への計画的な訪問活動を通じてニーズの把握を基礎とした関

係強化を図りつつ、貯金サービス等の提案により貯金流出防止を図ります。 

また、貯金構造が定期性から当座性へと移行している傾向も踏まえ、年金獲

得に向けた訪問推進も強化し、流動性貯金残高の安定化を図ります。 

あわせて、ライフイベントセミナーの開催による現役世代層との接点づく

り・関係構築を行い、将来に向けて安定した貯金基盤の形成を目的とし、持続

的な貯金確保に向けて取組みます。 

 

（２）融資業務の強化 

農業融資については、事業横断的な協力態勢を継続強化するため、農業メイ

ン強化先への訪問活動を基本とし、経営実態の把握、資金支援などの連携を意

識した農業者との関係構築に取組むとともに、資材高騰対策にも柔軟に対応し

てまいります。 

また、住宅ローンについては、住宅関連会社・不動産会社等とのタイアップ

イベント（完成見学会等）の開催を通じて関係性の強化を図るとともに、利用

者紹介キャンペーン等による新規顧客獲得の拡大に取組み、生活メインバンク

化を促進する資金提案を行います。 

 

（３）資金運用態勢の強化 

令和８年４月に資金運用部門を新設し、専門的な体制整備のもと運用の強化

に取組んでまいります。 

また、資金運用にあたっては、当組合のＡＬＭ方針に基づき、安全性・収益

性・流動性のバランスを的確に維持します。特に、市場環境の変化が激しい現

況においては、リスク管理を最優先課題と位置づけ、厳格な管理体制の構築に

取組むとともに、運用の高度化を図りながら、利回りの向上による収益拡大を

追求し、健全な財務体質の維持および経営基盤の確立に努めます。 

 

（４）事務指導・事務管理態勢の構築 

組合員や利用者からの信頼性向上と経営の健全性維持を図るため、不祥事未

然防止対策に継続して取組むとともに、貯金・融資の両面から店舗巡回指導を

実施し、事務の適正化を進めてまいります。さらに、第２線および第３線部門

との連携を強化し、相互牽制の仕組みをしっかりと定着させてまいります。 

また、事務リスク軽減と効率化を図るため、窓口タブレット等の利用促進に

も取組みます。 
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（５）マネー・ローンダリング・金融犯罪対策 

ＪＡバンクとして、巧妙化する金融犯罪から組合員・利用者の皆様の大切な

財産を守るため、役職員への研修や資格取得の推奨を通じ、防犯意識の醸成と

窓口における実践力の強化を図ります。あわせて、警察との連携協定に基づき、

迅速な情報共有と緊急時の対応体制を整備することで、マネー・ローンダリン

グおよび金融犯罪の未然防止に努めてまいります。 

 

 

【貯金・貸出金・有価証券残高目標】  (単位：千円) 

貯金 622,335,000 

貸出金 102,485,000 

有価証券 40,476,682 
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（５）マネー・ローンダリング・金融犯罪対策 

ＪＡバンクとして、巧妙化する金融犯罪から組合員・利用者の皆様の大切な

財産を守るため、役職員への研修や資格取得の推奨を通じ、防犯意識の醸成と

窓口における実践力の強化を図ります。あわせて、警察との連携協定に基づき、

迅速な情報共有と緊急時の対応体制を整備することで、マネー・ローンダリン

グおよび金融犯罪の未然防止に努めてまいります。 

 

 

【貯金・貸出金・有価証券残高目標】  (単位：千円) 

貯金 622,335,000 

貸出金 102,485,000 

有価証券 40,476,682 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．共済事業 

（１）「３Ｑ訪問活動・あんしんチェック」の実践 
事業活動の原点である「相互扶助（助け合い）」の精神の下、組合員・利用

者の皆様への「３Ｑ訪問活動」により「ご自身ご家族の近況、ご加入内容や

請求漏れ等の確認」といった「あんしんチェック」を実践し、寄り添う活動

から得られた情報を基に、必要な方に必要な保障を提供していくことで、さ

らなる「安心」と「満足」をお届けしていきます。 
 

（２）「ひと・いえ・くるま・農業」の保障充足 
ライフプランや公的保険制度等、個々のニーズを踏まえた生命保障の提案、

地震、豪雨などの自然災害や自動車事故等への備えを万全にするための保障

提案、営農部門とも連携した農業者への農業保障分野の提案など、「ひと・い

え・くるま・農業」のリスクに対する万全な保障充足の取組を、ライフアド

バイザー（共済普及専門職員）を中心に行います。 
 

（３）デジタル化施策の拡大 
契約者の利便性向上につながるデジタル技術「Ｗｅｂマイページ」「ＪＡ共

済アプリ」のさらなる登録者増加に引き続き取組みます。 
 

（４）地域貢献活動 
県内の小学校新入生への黄色い傘などの寄贈、介助犬やスタントマンによ

る交通安全教室の開催など、地域貢献活動にも継続して取組みます。 
 

【新契約高目標】 

①長期共済                    （単位：千円） 

生命万一・建更 保障金額 56,310,000 

生存系※1 共済金額 4,240,000 

年金 年金原資※2 1,380,000 

  ※１ 医療、がん・特定重度、介護系共済 

※２ 年金開始時における積立金 

  

②短期共済 

自動車 76,870 件 

自賠責 45,120 件 
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８．組織・経営基盤 
（１）リスク管理の強化 

①コンプライアンス体制の強化 

コンプライアンス研修や連続職場離脱・人事ローテーション等の不祥事再

発防止策の取組を徹底し、コンプライアンス意識のさらなる向上と態勢の強

化を図ります。 

また、事務ミスや苦情・相談報告、監事監査・内部監査の指摘をリスク管

理部、各事業本部と共有し、不祥事の発生につながるリスクの発見と予防に

引き続き徹底して取組みます。 

②マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策 

マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与（以下、マネロン等）対策に

ついて、国際的な要請の高まりに伴い、マネロン等リスクへの対応を経営戦

略上の重要課題と捉え、基本規定として、マネロン等および反社会的勢力等

への対応に関する基本方針、マネロン等への対応に関する規則、当組合にお

ける取引のリスク評価書、金融庁のマネロン等に関するガイドラインに基づ

き、事業ごとの固有リスクの見直し、顧客管理の徹底等の対策強化に取組む

とともにマネロン等の『有効性検証』を行い、態勢の維持・高度化に努めま

す。 

 

（２）経営基盤の強化 

３か年計画に掲げる経営基盤の強化の実現に向けて、持続可能な収益性、将

来にわたる健全性を確保するため、人員・店舗体制構築にかかる取組および事

業拠点の収支改善に向けた取組が着実に進むよう、各事業部門と連携して様々

な改革に取組みます。 

 

（３）ＪＡ経営の健全性の確保 

①拠点別・部門別収支管理の徹底と経営分析の実施 

グルーピングを実態に応じて見直しを図るとともに、拠点別損益と全拠点

の価値（正味売却価額）を把握し、適切に減損リスクの算定を行います。ま

た、部門別損益による経営分析を行い、組合経営の健全化に努めます。 

②固定資産の取得の厳格化 

新規投資に際しては必要性ならびに回収可能性を十分考慮するなど一層

厳格化を図り、減損リスクの抑制に努めます。「備品類等のマッチング」に

も引き続き取組み、減価償却費等の事業管理費の抑制を図ります。 

③遊休資産の流動化 

組合全体で遊休資産の流動化に取組み、ランニングコスト等の事業管理費

の抑制を図ります。 

また、令和８年度の遊休資産の解体計画に基づき、６拠点で解体を行いま

す。 

④改修等に向けた対応 

令和７年度に改修等を具体化した２支所については、全農との協議を進め、

年度内に改修等に着手できるよう対応を進めます。その他の拠点についても
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８．組織・経営基盤 
（１）リスク管理の強化 

①コンプライアンス体制の強化 

コンプライアンス研修や連続職場離脱・人事ローテーション等の不祥事再

発防止策の取組を徹底し、コンプライアンス意識のさらなる向上と態勢の強

化を図ります。 

また、事務ミスや苦情・相談報告、監事監査・内部監査の指摘をリスク管

理部、各事業本部と共有し、不祥事の発生につながるリスクの発見と予防に

引き続き徹底して取組みます。 

②マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策 

マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与（以下、マネロン等）対策に

ついて、国際的な要請の高まりに伴い、マネロン等リスクへの対応を経営戦

略上の重要課題と捉え、基本規定として、マネロン等および反社会的勢力等

への対応に関する基本方針、マネロン等への対応に関する規則、当組合にお

ける取引のリスク評価書、金融庁のマネロン等に関するガイドラインに基づ

き、事業ごとの固有リスクの見直し、顧客管理の徹底等の対策強化に取組む

とともにマネロン等の『有効性検証』を行い、態勢の維持・高度化に努めま

す。 

 

（２）経営基盤の強化 

３か年計画に掲げる経営基盤の強化の実現に向けて、持続可能な収益性、将

来にわたる健全性を確保するため、人員・店舗体制構築にかかる取組および事

業拠点の収支改善に向けた取組が着実に進むよう、各事業部門と連携して様々

な改革に取組みます。 

 

（３）ＪＡ経営の健全性の確保 

①拠点別・部門別収支管理の徹底と経営分析の実施 

グルーピングを実態に応じて見直しを図るとともに、拠点別損益と全拠点

の価値（正味売却価額）を把握し、適切に減損リスクの算定を行います。ま

た、部門別損益による経営分析を行い、組合経営の健全化に努めます。 

②固定資産の取得の厳格化 

新規投資に際しては必要性ならびに回収可能性を十分考慮するなど一層

厳格化を図り、減損リスクの抑制に努めます。「備品類等のマッチング」に

も引き続き取組み、減価償却費等の事業管理費の抑制を図ります。 

③遊休資産の流動化 

組合全体で遊休資産の流動化に取組み、ランニングコスト等の事業管理費

の抑制を図ります。 

また、令和８年度の遊休資産の解体計画に基づき、６拠点で解体を行いま

す。 

④改修等に向けた対応 

令和７年度に改修等を具体化した２支所については、全農との協議を進め、

年度内に改修等に着手できるよう対応を進めます。その他の拠点についても

将来収支や機能を勘案し中長期的な費用対効果も踏まえながら、改修等に向

けた検討を進めます。 

 

（４）組合員の加入促進・メンバーシップの強化 

①「ＪＡ高知県の自己改革に関する対話運動」の実施 

女性組織と青壮年組織など、組織を横断した取組の実践を通じて組合員組

織の活性化を図るとともに、女性の意思反映・運営参画を高めるため学習運

動や対話運動に取組みます。 

また、広報誌モニター制度に引き続き取組むとともに、ＪＡくらしの活動

などを通じてアンケートを実施して准組合員の声を幅広く収集し、意思反映

を図ります。 

②ＪＡ運営への組合員の意思反映 

地域の意見を細かく採り入れ、組合員の協同活動や事業運営にいかすため、

支所運営委員会、地区運営委員会、本所運営委員会を定期的に開催するほか、

本所各部署とも連携を取り、組合員組織や品目部会においても、ＪＡの組織

運営への意見・要望等をとりまとめ、ＪＡ運営に反映していきます（目標

120 回開催、3,000 人参加）。 

 

（５）くらしの活動・広報活動を通じた組合員・地域住民との関係づくり 

①くらしの活動の取組 

食農教育、高齢者生活支援、生活文化活動、防災活動などの活動を通じて、

地域コミュニティづくり、新たなＪＡファンの拡大に取組みます。 

また、「家の光三誌」の普及においては愛読者キャンペーン等を実施し、

目標部数を『家の光』1,434 部、『地上』140 部、『ちゃぐりん』501 部とし

て、長期愛読者の輪を広げる運動を展開します。 

②広報活動の実践 

組織内広報では、令和８年４月より広報誌「こうぐり」をリニューアルし、

ＬＩＮＥなどを活用した情報発信の強化を進めます。組織外広報では、トッ

プ広報の強化をはじめ、地域住民向けのコミュニティ誌の発行やニュースリ

リース、ホームページ、ＳＮＳなどを通じて地域社会に向けて効果的な広報

展開を図り、「食」「農」「協同組合」にかかる県民理解の醸成を図ります。 

また、日本農業新聞の普及目標部数を 2,243 部とし、電子版の普及・活用

や階層別研修会等により組合員・役職員の情報共有運動を進めます。 

 

（６）人材育成・明るい職場づくり 

「ＪＡ高知県職員育成計画書」を全職員へ広く提示し、個々の希望やキャリ

アに応じた資格取得・研修受講を体系的に支援することで、職員の成長を促し

ます。教育・研修体制の拡充を通じて、エンゲージメントの向上と長期的なキ

ャリアアップを実現し、組織全体で職員の定着率向上に向けた環境整備に注力

していきます。 
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（７）デジタル化への取組 

業務効率化を進めるため、「ＤＸ戦略推進室」を新設し、ＡＩ等を利用した

デジタル技術の活用を進めます。 

また、労務管理のさらなる機能拡充を進めていくとともに、集出荷場業務の

デジタル化の検討、「ＪＡ組合員マイページ」を活用した農業者への情報提供

機能の強化等に取組みます。 

その他、農作業現場の省力化に向け、ドローンを活用した農薬散布、生育診

断、圃場管理等について、関係機関と連携しながら研究に取組みます。 
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（７）デジタル化への取組 

業務効率化を進めるため、「ＤＸ戦略推進室」を新設し、ＡＩ等を利用した

デジタル技術の活用を進めます。 

また、労務管理のさらなる機能拡充を進めていくとともに、集出荷場業務の

デジタル化の検討、「ＪＡ組合員マイページ」を活用した農業者への情報提供

機能の強化等に取組みます。 

その他、農作業現場の省力化に向け、ドローンを活用した農薬散布、生育診

断、圃場管理等について、関係機関と連携しながら研究に取組みます。 
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